
高齢化の進展に伴い、２０２５年には高齢者の５人に１人にあたる、約700万人が認知症に
なると予測されています。認知症は誰もがなり得るものであり、家族や身近な人が認知症に
なることなどを含め、多くの人にとって身近なものになってきています。こうした中、これ
まで本市で進めてきました認知症に関する取り組みを基盤として継承しながら、認知症施策
をより計画的・効果的に進めていく必要があると考え条例を制定しました。
この条例の策定にあたっては、富田林市わがまちパートナーを対象に実施した市民アンケー
トに加え、若年性認知症のご本人や認知症の人の介護経験がある人、認知症の臨床経験が豊
富な医師、地域で認知症の人を支援しておられる人、介護従事者など様々な人が参加する
ワーキングを開催し、意見交換や検討を重ねました。ワーキングでは、「認知症は、支えて
くれる人がいれば生活することができる。」「富田林市が好き、住んでよかった、住み続け
たい」「認知症でもできることはある、複雑なことは無理かもしれないけれど働きたい」と
いう意見が出されました。
これらの結果や意見は、条例の検討に活かすとともに、条文には書ききれない思いは条例の
前文としてまとめることとしました。
条例の名称である「認知症と伴にあゆむ笑顔のまち」とは、認知症があってもなくても、だ
れもが認知症に関心を持ち、正しい知識や理解のもと、お互いに尊重しながら安心して暮ら
すことができるまちにしたいという思いが込められています。「ともに」の「伴（ばん）」
の字は伴走するという意味を込めています。
条例は、「認知症と伴にあゆむ笑顔のまち」の実現を推進するための３つの基本理念と、市
の責務、市民、関係機関、事業者、地域組織の役割を定めています。
基本理念については、条例の制定にあたって実施したアンケートやワーキングにおいて、認
知症のご本人からは、「まだまだ動けるし力はあるので働きたい。」「いろいろなことを楽
しみたい」という思いを聞くことができました。また、「自分か認知症になったら」という
アンケートの質問には、「これまでどおり家族と一緒にすごしたい」「今までの仕事や趣味
などを続けたい」「友人や近所の人とのつきあいを続けたい」と多くの人が挙げていました。
意見を反映させながら、基本となる考え方をまとめています。
まず、認知症の人が自分の意思で尊厳と希望を持ち、認知症であることも含めて自分らしく
暮らすことができるまちをめざすこと。そのためには、認知症の人とその家族を取り巻く人
たちが、認知症に関心を持ち、正しい知識を学び、理解し、認知症の人とその家族を見守り、
思いやることができる地域をつくること。そして、認知症の人が自分の経験や能力を活かし
て社会参加や活動ができるよう環境を整えること。
富田林市では、この３つの基本理念に基づき認知症施策を推進します。



条例では市の責務の他に、市民、関係機関、事業者、地域組織の役割について挙げ
ています。
「市民の役割」
認知症は高齢者だけではなく、若い方もなる可能性があります。運動不足の改善、
糖尿病や高血圧等の生活習慣病の予防、社会参加をすることなどが認知症のリスク
を抑えるとされています。
認知症は、自分がなることの他に、家族や身近な人がなることにより関りを持つか
もしれません。認知症への備えとして、正しい知識と理解、健康的な生活を送るこ
とを意識し、周囲に困っている人がいれば暖かい心配りをすることを挙げています。
「関係機関の役割」
医療や介護、その他福祉に携わる機関であるため、認知症に関する専門的な知識や
高い対応力を持つ人材を育成し、それぞれの機関が専門性を活かし、お互いに連携
しながら認知症の人とその家族の状況に応じて支援することを挙げています。
「事業者の役割」
事業者は従業員が認知症の正しい知識と理解のもとに、認知症の人がお店に来た場
合、また、一緒に働く人が認知症になった時においても、適切な接客や応対ができ
るよう、従業員が認知症の正しい知識を持ち理解を深める教育することと、認知症
になってもできる限り能力を活用できるよう特性に応じた配慮を求めています。
「地域組織の役割」
認知症の人とその家族が住み慣れた地域で過ごすことができる様に、地域住民の理
解と、認知症の人とその家族を見守り、手をさしのべることができるコミュニティ
づくりを挙げています。


